
事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

- - - - - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

義務
人件
費

S27 7,216,667 7,074,396 7,203,647 7,086,985 
・生産性の向上を図り、時間外勤務手当等の
縮減に努める。

7,596,030 7,444,352 

政策 県行 S24 1,068 1,068 1,252 1,252 
・部施策の総合的な企画、調整を図り、建設
事業の効率的執行の確保と改善を図る。

745 745 

歳入
異動

歳入
異動

H27 0 △45,452 0 △ 53,508 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 53,677

政策 県行 H29 1,420 1,420 2,640 2,640 
・県有施設の適切な維持保全に努め、県民が
安全・安心して使用しやすい施設運営を推進
する。

1,300 1,300 

年次
積立
金

H24 6,093 0 5,660 0 

・静岡県における津波対策施設等の整備を計画的
に推進するため、基金に積み立てを行う。
・津波対策施設の整備に係るＰＲや、当該ＰＲに合
わせた寄附のＰＲの実施など広報活動を行い、財
源確保に努める。

7,090 0 

－ － 7,213,199 7,037,369 7,605,165 7,392,720

交通基盤部

局　名 政策管理局 課　名 経理課 -

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

内部的業務 - - -

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

職員給与費

交通基盤企画行政費

歳入異動（管理局）

県有施設の法定定期点検事業費

静岡県津波対策施設等整備基金積立
金

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

- - - - - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

部局
長

県単
調査

H14 16,000 16,000 16,000 16,000
・交通基盤行政を戦略的に推進するため継続
実施する。

16,000 16,000

政策 国行 Ｒ４ 63,000 31,500 84,000 5,000
・３次元点群データや公共施設台帳の情報を
一元的に活用・閲覧できる環境を構築すること
で、業務の効率化を進める。

85,000 4,500

年次 国行 Ｒ５ 138,000 69,000 99,000 49,500 ・事業休止 0 0

年次 国行 Ｒ６ 15,000 15,000 64,000 4,000
・デジタル技術を活用した社会インフラの効率
的な維持管理手法を確立する。

89,000 4,500

年次 県行 Ｒ７ － － 20,000 5,000
・遠隔地から調査・設計を可能とする災害支援
システム及び体制を構築する。

14,000 4,000

－ － 283,000 79,500 204,000 29,000

交通基盤部

局　名 政策管理局 課　名 建設政策課 Ⅰ-3-3

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

各種政策 - - -

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

交通基盤部企画調整費

空間情報デジタル基盤構築事業費

デジタルツイン推進事業費

インフラメンテナンスデジタル活用推進
事業費

遠隔災害支援システム構築事業費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

- - - - - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

義務
人件
費

S27 3,058 3,058 10,379 10,379 ・義務的経費（委員報酬） 10,379 10,379

政策 県行 H17 1,096 1,096 10,728 2,656
・収用委員会の運営及び収用事件の調査、審
理等を行い、適正な補償額の裁決を行うため
継続実施する。

11,345 2,622

－ － 21,107 13,035 21,724 13,001

交通基盤部

局　名 政策管理局 課　名 収用委員会 -

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

内部的業務 - - -

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

収用委員会費（人件費）

収用委員会運営事業費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

88.6%
（精査中）

105.5%
88.6%

（精査中）
105.5% 84% 100%

88.7% 88.7% 89.1% 89.1% 100% 100%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 Ｈ７ 902 902 902 902 ・総合的な交通施策の推進に必要な取組を実施する。 1,513 1,513

年次 県奨 R元 R10 280,000 218,000 274,500 161,500
・経営計画の支援のため、関係市町と共に支援を継続す
る。
・R7.2月補正前倒し分：188,600千円

269,500 46,900

政策 県奨 H23 5,000 5,000 5,000 5,000
・天竜浜名湖線市町会議が策定した５か年の連携計画に
基づき、利用促進に係る取組を継続して沿線市町と連携
して実施する。

5,000 5,000

準義
務

県奨 H13 403,412 403,412 438,500 438,500
・対象系統に関する評価制度を引き続き継続して、効率
的かつ効果的な運行を促すと共に、路線の維持確保に
必要な支援を継続する。

441,400 441,400

準義
務

県奨 H7 386,200 386,200 428,100 428,100

・地域にとって真に必要なバス交通について、効率的か
つ効果的な運行を促す仕組みや、新たな運行形態の
ニーズへの対応など所要の見直しを引き続き行う。
・R7.2月補正前倒し分：441,100千円

441,100 0

準義
務

県奨 S52 784,056 784,056 780,435 780,435
・運輸事業の振興の助成に関する法律に基づき適切に
対応する。

793,989 793,989

政策 単独 S52 298,900 173,900 363,300 137,300
・県内地域鉄道の安全運行を維持するため、国と協力
し、事業者が実施する安全対策に対し、効果的な支援を
行う。

555,000 332,000

政策 単独 H12 5,834 5,834 5,833 5,833
・鉄道駅のＵＤ化を事業者及び市町と連携し、効果的に
進めていく。

5,833 5,833

交通基盤部

局　名 政策管理局 課　名 交通政策課 9-1,10-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

地域住民が利用しやすいバス車両の
導入率

84% 88.6%
・県民が適切に公共交通機関を利用できるよう、乗合バス路線の確保・充
実を図る。

乗降客2,000人/日以上の駅のユニ
バーサルデザイン化の割合

100% 89.5%

駅設備のユニバーサルデザイン化などに取り組む鉄道事業者等を支援
し、障害者、高齢者等を含む誰もが自らの意思で自由に行動し、あらゆる
施設を安全かつ円滑に利用することができるユニバーサルデザインの促
進を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

総合交通企画推進費

天竜浜名湖鉄道経営計画支援事業費
助成

鉄道沿線地域交流拡大事業費

バス運行対策費助成

市町自主運行バス事業費助成

運輸事業振興助成交付金

鉄道交通対策事業費助成

鉄道駅ユニバーサルデザイン施設整
備事業費助成



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

政策 国奨 H29 2,200 2,200 7,240 2,880
・引き続き国庫補助金の活用による歳入の確保を図りつ
つ、公共交通の確保・充実を目指す。

6,360 2,000

準義
務

県奨 S47 4,737 4,737 8,000 8,000
・過疎地域等の住民の日常生活に欠かせないバス路線
の維持確保に必要な支援を行う。
・R7.2月補正前倒し分：8,100千円

8,100 0

政策 単独 H24 35,834 35,834 14,000 14,000
・鉄道事業者が行う鉄道高架橋等の耐震対策に対し、効
果的な支援を行う。

27,000 27,000

政策 県奨 R5 R7 5,000 5,000 5,000 5,000 ・事業完了 0 0

年次 国奨 R7 R7 － － 3,200 1,600 ・事業完了 0 0

新規
政策

県奨 R8 － － － －
・乗降データ等を活用して最適な地域公共交通の再構築
（リ・デザイン）を行う。
・R7.2月補正前倒し分：34,000千円

93,000 59,000

－ － 2,334,010 1,989,050 2,647,795 1,714,635

伊豆地域公共交通計画推進事業費

静岡県バス路線維持費助成

鉄道施設緊急耐震対策事業費助成

”ふじのくに”地域公共交通計画推進事
業費

公共ライドシェア等導入支援事業費

地域公共交通「静岡リ・デザイン」推進
事業費（新規）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

20校 100% 22校 110% 20校 100%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 S24 34,963 32,877 37,500 36,065

・建設業許可、入札参加資格審査業務を適切に実施して
いく。
・元請下請関係の契約状況の調査・指導などによる元請
下請関係の適正化を図る。

38,166 36,245

政策 県行 H27 6,101 5,611 11,000 6,100
・建設産業における働き方改革、学生等の理解促進、建
設現場への新技術の導入を総合的に推進し、建設産業
の担い手確保と生産性の向上を支援する。

8,900 3,400

歳入
異動

歳入
異動

R5 0 △ 13,775 0 △ 197,454 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 27,260

－ － 48,500 △ 155,289 47,066 12,385

交通基盤部

局　名 建設経済局 課　名 建設業課 Ⅰ－１－３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

現場体感見学会・出前講座実施学校数 毎年度20校 25校
・「静岡どぼくらぶ」を活用し、建設産業の魅力や役割を伝えることで、建
設産業への理解を促進し、将来の担い手の確保を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

建設業指導管理事業費

建設産業担い手確保・生産性向上支
援事業費

歳入異動（建設経済局）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

－ － － － － －

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 H6 9,464 691 6,229 671

・土木事務所が行う公共用地の取得等についての支援を
行うため、継続して実施する。
・公共用財産が有効に利用されるよう、適正な管理及び
処分を行う。

9,645 676

歳入
異動

歳入
異動

H27 0 △ 21,344 0 △ 21,540 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 21,212

－ － 6,229 △ 20,869 9,645 △ 20,536

交通基盤部

局　名 建設経済局 課　名 公共用地課 Ⅰ－３－３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

－ － － －

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

公共用地対策事業費

歳入異動（建設経済局）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

－ － － － － －

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 H20 56,151 0 53,453 0 ・電子入札システムの活用推進のため、継続実施する。 58,442 0

歳入
異動

歳入
異動

H29 0 △ 401 0 △ 480 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 405

－ － 53,453 △ 480 58,442 △ 405

交通基盤部

局　名 建設経済局 課　名 技術調査課 Ⅰ－１－３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

－ － － －

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

電子入札共同利用事業費

歳入異動（建設経済局）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

76.7% 95.6% 76.7% 95.6% 76.7% 95.6%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

国直
轄

国直
轄

H元 4,842,401 397,401 3,769,000 377,000 ・国直轄事業のため継続して実施する。 4,753,000 476,000

準義
務

単独 H26 2,758,019 2,758,019 3,015,000 3,015,000
・政令市と連携して地震・津波対策を進めていくため、法
人事業税の超過課税税収の一部を両市に交付金として、
引き続き交付する。

2,936,000 2,936,000

－ － 6,784,000 3,392,000 7,689,000 3,412,000

交通基盤部

局　名 道路局 課　名 道路企画課 Ⅰ-３-３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

地域の基幹となる道路の供用率
80.2%
(R10)

71.1%
・工業立地の促進、定住人口の増加、行動圏域の拡大等、道路のストック
効果の発現に寄与する、高規格道路や高規格道路等へのアクセス道路
を整備していく。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

国直轄道路事業費負担金

地震・津波対策促進費交付金

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

76.7% 95.6% 76.7% 95.6% 76.7% 95.6%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

一般
公共

一般
公共

S22 14,248,361 589,328 11,864,000 580,052
・主要幹線道路ネットワークの構築や防災対策等を推進
するため、国道等の整備を引き続き実施する。

11,914,000 582,650

一般
公共

一般
公共

H22 8,793,641 346,402 3,446,000 165,477

・幹線道路ネットワークの構築等を推進するため、計画的
な予算配分を行う。
・災害の発生予防、被害の拡大防止を図るため、「第1次
国土強靱化実施中期計画」に基づき事業を実施する。

7,732,000 396,530

生活
環境

単独 S27 2,002,250 261,394 2,008,000 407,000
・早期に整備効果の出る箇所か、また、地域協力等整備
熟度が達しているかなど、効果発現の高い箇所を厳選し
て実施する。

2,008,000 1,427,000

生活
環境

単独 S27 ① 1,492,750 650,750 1,487,000 651,000 ○

・交通事故削減に寄与し、県民の安全と安心を確保する
ため、交通安全施設の整備及び維持修繕のための予算
を拡充。
・緊急交通安全対策事業費を統合し、区画線再設置等に
ついて効率的に執行。

1,587,000 1,526,000

政策 単独 H9 86,000 8,628 86,000 8,628 ・原子力発電所関連道路等の整備を引き続き実施する。 58,900 53,011

政策 単独 H7 R7 19,700 1,789 19,700 1,789 ・事業完了 0 0

政策
県単
受託

H26 2,209 0 10,000 0
・技術職員が不足する市町支援のため、道路施設の点検
業務を県・市町で一括発注する。

10,000 0

－ － 18,920,700 1,813,946 23,309,900 3,985,191

交通基盤部

局　名 道路局 課　名 道路整備課 Ⅰ-３-３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

地域の基幹となる道路の供用率
80.2%
(R10)

71.1%
・工業立地の促進、定住人口の増加、行動圏域の拡大等、道路のストック
効果の発現に寄与する、高規格道路や高規格道路等へのアクセス道路
を整備していく。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

道路関係国庫補助事業費

社会資本整備総合交付金事業費（道
路）

県単独道路整備事業費

県単独交通安全施設整備事業費

重点道路整備事業費

伊豆地域振興対策道路整備事業費

道路関係受託事業費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

76.7% 95.6% 76.7% 95.6% 76.7% 95.6%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

生活
環境

単独 S27 ② 6,405,000 3,887,000 6,405,000 3,884,000

・安全で円滑な交通や快適な沿道環境を確保するため、
道路の適正な維持管理をより効率的に実施する。
・安全で美しい県土環境保全事業費（道路）を統合し、防
草対策について効率的に執行。

7,205,000 5,585,000

生活
環境

単独 R元 R9 1,400,000 0 1,400,000 0
・「第1次国土強靱化実施中期計画」に基づく事業と連携
し、防災インフラを整備する。

800,000 0

生活
環境

単独 R2 R8 1,000,000 0 1,000,000 0
・近年頻発する大規模な浸水被害等を踏まえ、県土強靱
化に向けた取組を集中的に行う。

700,000 0

政策 特行 S27 1,703 290 1,770 320
・道路を適正に管理するための事業を継続して実施す
る。

1,776 326

生活
環境

単独 R7 R8 － － 2,500,000 570,000
・能登半島地震の発生等による新たな課題の顕在化など
に対応し、安全な地域づくりを進めていくため、緊急的な
道路事業を実施する。

1,500,000 150,000

一般
公共

一般
公共

R3 315,000 17,000 300,000 16,300
・国の防災・減災対策等強化事業推進費を活用し、再度
災害防止対策等を実施する。

300,000 16,300

生活
環境

単独 R4 R7 ② 500,000 50,000 500,000 50,000 ・道路等維持修繕費と統合 0 0

生活
環境

単独 R4 R7 ① 500,000 500,000 500,000 500,000 ・県単独交通安全施設整備事業費と統合 0 0

歳入
異動

歳入
異動

S27 0 △ 368,902 0 △ 179,084 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 211,681

－ － 12,606,770 4,841,536 10,506,776 5,539,945

交通基盤部

局　名 道路局 課　名 道路保全課 Ⅰ-３-３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

地域の基幹となる道路の供用率
80.2%
(R10)

71.1%
・工業立地の促進、定住人口の増加、行動圏域の拡大等、道路のストック
効果の発現に寄与する、高規格道路や高規格道路等へのアクセス道路
を整備していく。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

道路等維持修繕費

緊急自然災害防止対策事業費（道路）

県土強靭化対策事業費（道路）

道路行政費

命と暮らしを守る道路緊急対策事業費

道路等災害関連事業費

安全で美しい県土環境保全事業費（道
路）

緊急交通安全対策事業費

歳入異動（道路局）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

- - - - - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 特行 S2 ① 3,393 0 3,624 0
・河川関係の各種協議会の円滑な運営、河川管理事務
を継続して実施する。

4,547 868

生活
環境

単独 S56 47,366 47,366 31,750 31,750 ・維持管理等のため継続して実施する。 32,100 32,100

政策 県行 S42 2,147 2,147 2,148 2,148 ・経費縮減を図り事業を継続して実施する。 795 795

生活
環境

単独 S22 29,500 29,500 69,500 69,500
・河川法に義務付けられている河川台帳を継続して整備
する。

69,150 69,150

生活
環境

単独 S22 19,000 19,000 19,000 19,000
・引き続き、予算の範囲内で市町に対して事業費の助成
を行う。県の財政支援については、その状況をＨＰで公開
するなど、県が助成していることを広報していく。

19,000 19,000

生活
環境

単独 S22 324 324 2,000 2,000
・地元市町の美化事業と連携して、引き続き、海浜の環
境整備を実施する。

2,000 2,000

歳入
異動

歳入
異動

H27 0 △ 2,413,374 0 △ 2,435,090 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 2,487,442

－ － 128,022 △ 2,310,692 127,592 △ 2,363,529

交通基盤部

局　名 河川砂防局 課　名 河川砂防管理課 Ⅲ-1-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

内部的業務 - - -

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

河川行政費

河川維持管理費

砂防管理費

県単独河川事業費
（河川台帳整備費）

県単独河川事業費
（河川海岸愛護事業費助成）

県単独海岸事業費
（なぎさクリーン事業費助成）

歳入異動（河川砂防管理費）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

0人 100% 0人 100% 0人 100%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

準義
務

単独 H19 3,000 1,000 22,000 6,000
・河川改修事業費補助金交付要綱に基き、静岡市、浜松
市に対して、引き続き補助する。
・今後の河川の移譲についても適切に対応していく。

15,000 4,000

生活
環境

単独 S56 184,370 142,883 179,200 139,512 ・維持管理のため継続して実施する。 179,200 141,426

生活
環境

単独 S22 447,000 439,090 447,000 443,610
・委託する業務の内容、範囲、仕様を精査し、委託業務
設計の最適化を図るとともに、一括発注などにより委託
業務のコスト縮減を図る。

447,000 443,610

国直
轄

国直
轄

S22 2,157,882 151,882 1,327,000 133,000 ・国直轄事業のため継続して実施する。 1,397,000 140,000

国直
轄

国直
轄

S31 1,129,335 88,335 838,000 84,000 ・国直轄事業のため継続して実施する。 811,000 82,000

一般
公共

一般
公共

H元 281,816 7,517 117,600 6,038 ・国の補助を得て、ダムのメンテナンス工事を行う。 106,750 4,631

準義
務

特行 R元 18,566 0 22,000 0
・余剰電力を売電することで、ダム管理コストの縮減を図
る。

22,000 0

生活
環境

単独 S22 90,000 90,000 90,000 90,000
・委託する業務の内容、範囲、仕様を精査し、委託業務
設計の最適化を図るとともに、一括発注などにより委託
業務のコスト縮減を図る。

90,000 90,000

歳入
異動

歳入
異動

R4 0 △ 17,647 0 △ 17,627 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 15,050

－ － 3,042,800 884,533 3,067,950 890,617

交通基盤部

局　名 河川砂防局 課　名 河川企画課 Ⅲ-1-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

風水害等による死者数 0人 0人
・防災施設の整備、避難計画の策定など、ハード・ソフト両面からの総合
的な対策を進める。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

河川管理権限移譲費助成

河川維持管理費
（ダム維持管理費）

県単独河川事業費
（河川調査）

国直轄河川事業費負担金

国直轄海岸事業費負担金

河川関係国庫補助事業費
（ダムメンテナンス）

太田川ダム管理用発電設備運用事業
費

県単独海岸事業費
（海岸調査）

歳入異動（河川改良費）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

0人 100% 0人 100% 0人 100%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

一般
公共

一般
公共

H元 4,782,220 156,720 2,618,400 137,400
・再度災害防止のため、危険度の高い地域を集中的に整
備するなど効率的、効果的な事業を実施する。

3,333,250 174,540

一般
公共

一般
公共

H22 10,758,703 185,400 2,892,500 157,964

・県内河川整備における重要性、緊急性及び事業効果の
大きさ等を考慮した整備を継続して実施する。
・重要インフラ点検の結果を踏まえ、「第1次国土強靱化
実施中期計画」に基づき事業を実施する。

2,795,164 153,091

一般
公共

一般
公共

S29 186,743 41,979 175,000 39,752
・演習場に起因する流出対策及び災害防止等に関し、整
備必要箇所を早期完成するため継続して実施する。

253,000 5,311

一般
公共

一般
公共

H22 1,864,800 65,350 1,242,000 64,857

・県内海岸整備における重要性、緊急性及び事業効果の
大きさ等を考慮した整備を継続して実施する。
・重要インフラ点検の結果を踏まえ、「第1次国土強靱化
実施中期計画」に基づき事業を実施する。

1,346,000 70,281

生活
環境

単独 S56 305,000 305,000 305,000 305,000 ・維持管理のため継続して実施する。 365,000 365,000

生活
環境

単独 S22 3,798,800 1,950,095 3,789,550 1,882,862
・国庫補助事業との関連性が高い箇所や事業効果の大
きい箇所等の推進を図るため継続して実施する。

3,617,550 3,494,862

生活
環境

単独 S46 125,000 32,000 115,000 29,000
・県管理河川との関連性が大きい市町管理区間の整備
に対して、管理団体に対する支援のため、事業計画に基
づき継続して実施する。

115,000 75,000

政策 県行 H16 ① 1,187 1,187 955 955 ・河川行政費と統合 0 0

生活
環境

単独 S22 265,676 146,676 264,000 145,000
・国庫補助事業との関連性が高い箇所や事業効果の大
きい箇所等の推進を図るため継続して実施する。

264,000 145,000

交通基盤部

局　名 河川砂防局 課　名 河川海岸整備課 Ⅲ-1-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

風水害等による死者数 0人 0人
・防災施設の整備、避難計画の策定など、ハード・ソフト両面からの総合
的な対策を進める。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

河川関係国庫補助事業費

社会資本整備総合交付金事業費（河
川）

演習場地区河川事業費

社会資本整備総合交付金事業費（海
岸）

河川維持管理費

県単独河川事業費

準用河川等改修費助成

佐鳴湖リフレッシュ事業費

県単独海岸事業費



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

政策 単独 S49 71,375 50 71,375 50
・海岸保全区域の整備対象一連区間の早期完了を図る
ため継続して実施する。

71,375 50

生活
環境

単独 R元 R9 2,130,000 0 2,130,000 0
・「防災・減災、国土強靭化のための５か年緊急対策」に
基づく事業と連携し、防災インフラを整備する。

1,300,000 0

年次 単独 R2 R9 400,000 0 500,000 0 ○
・馬込川河口部の津波対策について、水門整備を進め
る。

150,000 0

政策
各部
公共

R2 2,163 0 7,900 0
・国の補助を活用し、台風等により漂着した流木等を処理
する。

7,900 0

生活
環境

単独 R2 Ｒ8 1,500,000 0 1,500,000 0 ○
・近年頻発する大規模な浸水被害等を踏まえ、河道等に
堆積した土砂の緊急浚渫対策を行う。

1,050,000 0

一般
公共

一般
公共

R2 314,500 8,500 149,000 8,048
・県内海岸整備における重要性、緊急性及び事業効果の
大きさ等を考慮した整備を継続して実施する。

242,000 13,622

政策
補助
受託

H29 2,175,347 0 6,843,000 0
・市町が実施する「静岡モデル防潮堤」の整備促進を支
援する。

3,921,000 0

生活
環境

単独 R5 Ｒ6 1,080,000 0 0 0 ・事業完了 0 0

生活
環境

単独 R7 Ｒ8 － － 1,080,000 0
生活インフラ施設や要配慮者施設等を水害から守るた
め、河川施設を整備する。

810,000 0

－ － 23,683,680 2,770,888 19,641,239 4,496,757

県単独特定海岸保全施設整備事業費

緊急自然災害防止対策事業費（河川）

津波対策施設等整備事業費（河川）

海岸漂着物等対策事業費（景観保全）

県土強靭化対策事業費（河川）

海岸関係国庫補助事業費

「静岡モデル」防潮堤整備促進事業費

豪雨等災害対策緊急事業費（河川）

緊急豪雨災害対策強化事業費（河川）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

0人 100% 0人 100% 0人 100%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

生活
環境

単独 S56 374,964 374,964 399,000 399,000
・土木総合防災情報システム（土木防災情報センター）の
維持管理等のため継続して実施する。

399,000 399,000

一般
公共

一般
公共

H元 59,745 15,295 52,500 3,500
・県内河川整備における重要性、緊急性及び事業効果の
大きさ等を考慮した観測体制の整備を継続して実施す
る。

10,836 676

一般
公共

一般
公共

S33 65,495 3,782 1,005,000 53,200
・被災した河川等の災害復旧に関連した整備のため、継
続して実施する。

1,005,000 53,200

生活
環境

単独 S22 90,000 90,000 90,000 90,000
・公共土木施設の復旧（補助・県単）に必要な、調査、測
量、設計を実施する。

90,000 90,000

生活
環境

単独 S22 60,000 60,000 36,000 36,000
・耐用年数を大きく超え、老朽化した水位計を早急に更新
するとともに、全体的な計画をもとに、効率的な発注によ
るコスト縮減を図る。

36,000 36,000

新規
政策

県行 R8 － － － －
・土木技術職員の人材不足等に対応するため、知見を有
する建設業退職技術者等の情報を一元的に集約し、市
町への技術支援に活用する。

7,000 7,000

災害
復旧
費

補助
過年
災

S26 3,266,032 119,324 2,344,000 86,002
・過年に発生した災害による公共土木施設の復旧のた
め、継続して実施する。

2,283,000 83,752

災害
復旧
費

補助
過年
災

H6 0 0 1,000 0
・過年発生の市町災害復旧に係る指導監督事務費のた
め、継続して実施する。

1,000 0

災害
復旧
費

補助
現年
災

S26 2,873,501 574 5,309,000 △ 479
・現年に発生が予想される災害による公共土木施設の復
旧のため、継続して実施する。

5,309,000 △ 479

交通基盤部

局　名 河川砂防局 課　名 土木防災課 Ⅲ-1-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

風水害等による死者数 0人 0人
・防災施設の整備、避難計画の策定など、ハード・ソフト両面からの総合
的な対策を進める。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

河川維持管理費
（土木防災情報センター管理費）

社会資本整備総合交付金事業費（河
川）（情報基盤総合整備）(効果促進)

河川等災害関連事業費

県単独河川事業費
（河川調査）

県単独河川事業費
（水防用水位計更新）

建設技術者人材バンク創設事業費

過年補助災害土木復旧費（河川等）

市町村指導監督事務費（過年）

現年補助災害土木復旧費（河川等）



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

災害
復旧
費

補助
現年
災

S26 600 0 21,000 0
・現年発生の市町災害復旧に係る指導監督事務費のた
め、継続して実施する。

21,000 0

災害
復旧
費

単独
現年
災

S26 583,214 214 110,000 0
・現年に発生が予想される小規模な災害による公共土木
施設の復旧のため、継続して実施する。

190,000 0

災害
復旧
費

単独
現年
災

R6 1,060,440 440 980,000 0
・公共土木施設の復旧（補助・県単）に必要な、調査、測
量、設計を実施する。

980,000 0

災害
復旧
費

過年
直轄
災

S26 18,773 2,773 75,000 8,000 ・令和８年度実施予定箇所なし。 0 0

災害
復旧
費

現年
直轄
災

S26 116,000 0 196,000 0 ・国直轄事業のため継続して実施する。 194,000 0

－ － 10,618,500 675,223 10,525,836 669,149

市町村指導監督事務費（現年）

現年単独災害土木復旧費

土木施設災害対策調査費

国直轄過年災害事業費負担金

国直轄現年災害事業費負担金

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

0人 100% 0人 100% 0人 100%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

一般
公共

一般
公共

S24 1,997,175 70,475 975,000 51,500 ・国の補助を得て土砂災害防止施設等を整備する。 1,395,000 72,760

一般
公共

一般
公共

S60 498,029 19,474 1,815,000 71,651
・当該年度発生した土石流等について、緊急的に施設整
備するため、継続して実施する。

1,815,000 71,651

一般
公共

一般
公共

S57 67,126 6,713 63,000 6,300
・演習場に起因する土砂災害防止対策に関し、整備必要
箇所を早期完成するため継続して実施する。

75,000 1,500

生活
環境

単独 S24 1,215,000 876,201 1,265,000 797,815
・事業の優先、重点化を図るとともに経費縮減を図り、継
続して実施する。

1,265,000 897,700

生活
環境

単独 S62 170,000 53,000 120,000 8,000
・事業の優先、重点化を図るとともに経費縮減を図り、継
続して実施する。

120,000 120,000

国直
轄

国直
轄

S24 3,077,520 233,520 2,210,000 221,000 ・国直轄事業のため継続して実施する。 2,223,000 223,000

一般
公共

一般
公共

S19 331,875 11,375 189,000 11,000
・農林水産省所管の地すべり防止区域において、危険
度・保全対象等を考慮し、一連区間完了、継続箇所への
重点化を図る。

201,000 11,500

一般
公共

一般
公共

S34 398,815 21,815 176,000 20,500
・林野庁所管の地すべり防止区域において、危険度・保
全対象等を考慮し、一連区間完了、継続箇所への重点
化を図る。

187,000 22,000

一般
公共

一般
公共

S20 0 0 23,000 1,302
・当該年発生した地すべりについて、緊急的に施設整備
するため、継続して実施する。

23,000 1,302

交通基盤部

局　名 河川砂防局 課　名 砂防課 Ⅲ-1-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

土砂災害による死者数 0人 1人

・令和7年は28件の土砂災害が発生し、死者は0人である。また、うち7件
で土砂を食い止め被害を軽減する効果があった。
・避難行動につながるようソフト対策の充実を図るとともに、人命や財産
等を守るハード対策を推進していく。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

砂防関係国庫補助事業費

砂防等災害関連緊急事業費

演習場地区砂防事業費

県単独砂防事業費

急傾斜地崩壊対策費助成

国直轄砂防事業費負担金

農地地すべり対策事業費

治山地すべり防止事業費

災害関連緊急農地地すべり対策事業
費



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

一般
公共

一般
公共

S19 0 0 65,000 3,312
・当該年発生した地すべりについて、緊急的に施設整備
するため、継続して実施する。

65,000 3,312

生活
環境

単独 S20 63,000 63,000 63,000 63,000
・事業の優先、重点化を図るとともに経費縮減を図り、継
続して実施する。

63,000 63,000

生活
環境

単独 S20 74,000 74,000 74,000 74,000
・事業の優先、重点化を図るとともに経費縮減を図り、継
続して実施する。

74,000 74,000

一般
公共

一般
公共

H22 5,833,922 920,971 1,293,000 81,324

・国の交付金を活用し、土砂災害防止施設の整備等を引
き続き行う。
・「第1次国土強靱化実施中期計画」に基づき事業を実施
する。

1,975,000 125,386

生活
環境

単独 R元 R9 680,000 295 680,000 782
・「第1次国土強靱化実施中期計画」に基づく事業と連携
し、防災インフラを整備する。

420,000 782

生活
環境

単独 R2 Ｒ8 500,000 0 500,000 0
・近年頻発する土砂災害等を踏まえ、砂防堰堤等に堆積
した土砂の緊急浚渫対策を行う。

350,000 0

生活
環境

単独 Ｒ7 Ｒ8 － － 900,000 690
・生活インフラ施設や要配慮者利用施設等に被害が発生
するおそれ、又は集落の孤立のおそれが高い箇所の土
砂災害防止施設を整備する。

670,000 690

歳入異動（河川改良費）
歳入
異動

歳入
異動

－ － 0 △ 180,000 ・適正な財源管理を行う。 0 △ 1,091,000

－ － 10,411,000 1,232,176 10,921,000 597,583

災害関連緊急治山地すべり防止事業
費

県単独農地地すべり対策事業費

県単独治山地すべり防止事業費

社会資本整備総合交付金事業費（砂
防）

緊急自然災害防止対策事業費（砂防）

県土強靭化対策事業費（砂防）

緊急豪雨災害対策強化事業費（砂防）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

- - - - - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

準義
務

繰出
金

H17 102,165 101,000 104,000 104,000
・改正SOLAS条約に伴う港湾保安対策を実施するため、
引き続き、一般会計から特別会計へ繰出する。

106,000 106,000

政策
庁舎
県行

S57 1,480 1,480 1,400 1,400 ・庁舎管理、ダイオキシン対策のため継続実施する。 1,847 1,847

国直
轄

国直
轄

S35 1,700,777 101,230 1,342,000 118,450 ・国直轄事業のため継続して実施する。 1,932,000 169,393

年次
庁舎
維持

R5 0 0 36,490 9,490 ・港湾局出先機関の庁舎等の維持補修を行う。 76,494 19,494

－ － 1,483,890 233,340 2,116,341 296,734

交通基盤部

局　名 港湾局 課　名 港湾局経理調整班 －

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

内部的業務 - - -

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

清水港等港湾整備事業特別会計繰出
金

焼津漁港管理事務所管理費

国直轄港湾事業費負担金

港湾局出先機関庁舎等維持補修費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

91回 70.0％ 108回 83.0％ 113回 86.9％

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 単独 S27 117,236 500 152,449 1,000

・港湾施設の管理を行い、機能の維持を図るため継続し
て実施する。
・港湾使用料等の改定に伴う歳入増
・大型沈廃船撤去完了に伴う歳出減

118,111 1,000

政策 国行 Ｓ27 2,687 0 4,872 0
・統計法施行令の法定受託事務のため継続して実施す
る。

4,872 0

政策 県行 S27 5,580 5,580 5,908 5,908
・地方港湾審議会開催経費等のため継続して実施する。
・国際港湾協会年次総会への出席見送り

5,683 5,683

政策 特行 S32 25,133 0 27,508 0
・県営漁港施設の管理を行い、機能の維持を図るため継
続して実施する。

27,858 0

生活
環境

単独 H6 70,000 58,021 70,000 59,000
・港湾・海岸事業の効果的かつ効率的な実施に必要な調
査のため継続して実施する。

90,000 67,550

年次 単独 Ｒ４ 24,000 12,000 0 0 ・令和８年度実施予定箇所なし。 0 0

政策 単独 Ｒ８ － － － － ・御前崎港港湾計画改訂に係る調査等を実施する。 45,500 0

歳入
異動

歳入
異動

S61 0 △ 32,495 0 △ 51,194
・適正に財源確保を行う。
・港湾使用料等の改定に伴う歳入増

0 △ 73,702

歳入
異動

歳入
異動

Ｒ４ 0 △ 714 0 △ 927 ・適正に財源確保を行う。 0 △ 1,064

－ － 260,737 13,787 292,024 △ 533

交通基盤部

局　名 港湾局 課　名 港湾企画課 Ⅰ－３－３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

県内港湾のクルーズ船寄港回数
130回
（R10）

67回

・R7の県内港湾へのクルーズ船寄港数は108回、乗船客数は約17万2千
人と過去最多となった。
・R8も引き続き、誘致活動や寄港地での観光消費を促す市町等の取組支
援等を行い、クルーズ船の受入による地域経済の活性化を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

港湾維持管理費
（港湾管理費）

港湾統計調査費

港湾行政費

県営漁港管理運営費

県単独港湾整備事業費
（港湾現況等調査費）

カーボンニュートラルポート形成推進事
業費

御前崎港港湾計画改訂事業費

歳入異動（港湾局１）

歳入異動（港湾局３）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

91回 70.0％ 108回 83.0％ 113回 86.9％

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 H28 9,500 9,500 9,150 9,150
・クルーズ船の県内港湾への誘致を図るため、ポート
マーケティング活動や県内誘致組織への支援等を継続し
て実施する。

9,150 9,150

政策 県行 R2 4,000 4,000 3,800 3,800
・浜名湖ミナトリングの開催支援等を行うため継続して実
施する。
・事業内容（乗船体験等）の見直しに伴う歳出減。

2,500 2,500

－ － 12,950 12,950 11,650 11,650

交通基盤部

局　名 港湾局 課　名 港湾振興課 Ⅰ－３－３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

県内港湾のクルーズ船寄港回数
130回
（R10）

67回

・R7の県内港湾へのクルーズ船寄港数は108回、乗船客数は約17万2千
人と過去最多となった。
・R8も引き続き、誘致活動や寄港地での観光消費を促す市町等の取組支
援等を行い、クルーズ船の受入による地域経済の活性化を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

クルーズ船寄港誘致等推進事業費

浜名湖ミナトリング開催等事業費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

25航路 100％ 25航路 100％ 25航路 100％

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

年
次・
政策

単独 S27 372,164 138,605 317,751 141,121

・港湾施設の管理を行い、機能の維持を図るため継続し
て実施する。
・起債充当に伴う一般財源の減
・修繕、点検経費の増
・港湾使用料等の改定に伴う歳入増

364,089 94,037

災害
復旧
費

補助
過年
災

H6 0 0 703,000 26,071
・令和６年度に発生した港湾施設の被災箇所の復旧を図
るため、継続して実施する。

52,000 2,650

災害
復旧
費

補助
現年
災

H3 200,000 675 200,000 952
・災害による被害を早急に復旧し、港湾機能の維持を図
るため継続して実施する。

200,000 952

生活
環境

単独 S59 410,000 214,573 410,000 216,550
・港湾施設の機能の向上を図るため、必要な小規模整備
を行う。箇所ごとに整備優先順位をつけて継続して実施
する。

390,000 254,622

一般
公共

一般
公共

S27 2,340,450 100,950 1,708,000 82,705 ・計画的に港湾改修等を行うため継続して実施する。 1,961,000 80,804

一般
公共

一般
公共

H22 3,955,165 123,181 2,411,000 90,917
・地震・津波対策アクションプログラムを考慮した海岸保
全施設整備や港湾改修を継続して実施する。

2,665,000 110,551

一般
公共

一般
公共

H8 0 0 44,000 3,047
・港湾施設等の災害復旧に関連した整備を継続して実施
する。

44,000 3,047

政策
各部
公共

H27 14,460 0 40,375 0
・計画的に海洋ごみの回収・処理を行うため継続して実
施する。

40,375 0

生活
環境

単独 R元 R9 640,000 525 640,000 0
・「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく事業と連携
し、防災インフラを整備するため継続して実施する。

390,000 0

交通基盤部

局　名 港湾局 課　名 港湾整備課 Ⅰ－３－３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

県内港湾の国際コンテナ船航路数 25航路 27航路

・国内港湾の競合激化や、船舶の大型化による寄港地削減の流れの中、
既存航路の維持が必要不可欠である。
・R8も引き続き、国際貿易港である清水港･御前崎港の国際コンテナ船航
路の現状維持を目指す。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

港湾維持管理費
（港湾管理費を除く）

過年補助災害土木復旧費（港湾）

現年補助災害土木復旧費（港湾）

県単独港湾整備事業費
（港湾現況等調査費を除く）

港湾関係国庫補助事業費

社会資本整備総合交付金事業費（港
湾）

港湾災害関連事業費

海岸漂着物等対策事業費（県営事業
分）

緊急自然災害防止対策事業費（港湾）



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

一般
公共

一般
公共

Ｒ３ 1,316,498 46,498 1,019,000 53,500 ・計画的に港湾海岸の改修等を実施する。 742,000 39,500

生活
環境

単独 Ｒ４ Ｒ8 450,000 430,000 450,000 450,000
・座礁事故の発生防止や防災港湾等の機能強化のた
め、浚渫を実施する。

360,000 360,000

災害
復旧
費

単独
現年
災

Ｒ６ 8,000 0 10,000 0
・港湾施設の早期復旧（補助・県単）に必要な、調査、測
量、設計を実施する。

10,000 0

－ － 7,953,126 1,064,863 7,218,464 946,163

港湾海岸関係国庫補助事業費

県土強靱化対策事業費（港湾）

港湾施設災害対策調査費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

0人 100％ 0人 100％ 0人 100％

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

年
次・
政策

単独 S32 93,300 0 92,500 0
・県営漁港施設の機能維持を図るため継続して実施す
る。

172,500 0

災害
復旧
費

補助
現年
災

S26 0 0 192,000 1,170
・災害による被害を早急に復旧し、漁港機能の維持を図
るため継続して実施する。

192,000 1,170

災害
復旧
費

単独
現年
災

R6 0 0 10,000 0
・県営漁港の早期復旧（補助・県単）に必要な、調査、測
量、設計を実施する。

10,000 0

生活
環境

単独 S36 169,000 96,520 169,000 126,024
・国庫補助の対象とならない小規模な漁港施設整備を行
い、機能の向上を図るため箇所ごとに優先順位をつけ継
続して実施する。

169,000 120,560

準義
務

県奨 S48 450 450 450 450
・研修等による漁港漁場関係職員の資質向上を図るため
継続して実施する。

450 450

一般
公共

一般
公共

S25 2,340,270 138,282 1,335,000 49,300
・地震・津波対策アクションプログラムを考慮した海岸保
全施設整備や港湾改修を継続して実施する。

1,360,000 59,193

一般
公共

一般
公共

S31 640,500 21,500 579,000 22,000
・地震・津波対策アクションプログラムを考慮した計画的
な海岸保全施設等の整備を行うため継続して実施する。

611,000 23,500

一般
公共

一般
公共

S31 185,839 3,039 450,000 7,025
・計画的に市町営漁港施設等の整備を行うため継続して
実施する。

453,000 7,300

一般
公共

一般
公共

H22 349,910 20,205 328,000 16,434
・地震・津波対策アクションプログラムを考慮した計画的
な漁港施設や海岸保全施設等の整備を行うため継続し
て実施する。

386,000 20,389

交通基盤部

局　名 港湾局 課　名 漁港整備課 Ⅲ－１－１

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

風水害による死者数 0人 0人 ・目標を達成しており、今後も継続を目指す。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

県営漁港維持修繕費

現年災害漁港施設復旧費

漁港施設災害対策調査費

県単独県営漁港整備事業費

漁港漁場協会事業費助成

県営漁港整備事業費

県営漁港海岸整備事業費

市町営漁港整備事業費

農山漁村地域整備交付金事業費（漁
港）



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

一般
公共

一般
公共

H24 0 0 5,000 600
・漁港施設等への災害復旧に関連した整備のために継
続して実施する。

5,000 600

政策 単独 S58 83,193 21,193 83,193 21,193
・地震・津波対策アクションプログラムを考慮した計画的
な市町営の漁港施設や海岸保全施設等の整備を行うた
め継続して実施する。

114,123 114,123

生活
環境

単独 S37 6,000 6,000 6,000 6,000
・小規模な市町営漁港施設等の整備を行い、機能の向上
を図るため箇所ごとに優先順位をつけ継続して実施す
る。

6,000 6,000

生活
環境

単独 R2 Ｒ9 150,000 800 150,000 800
・「第１次国土強靱化実施中期計画」に基づく事業と連携
し、防災インフラの整備を行うため実施する。

90,000 800

生活
環境

単独 R4 Ｒ8 50,000 50,000 50,000 50,000
・近年頻発する大規模な浸水被害等を踏まえ、漁港内に
堆積した土砂の浚渫を行う。

40,000 40,000

年次
県単
調査

R6 29,000 29,000 24,200 24,200 ・令和８年度実施予定箇所なし。 0 0

－ － 3,474,343 325,196 3,609,073 394,085

漁港災害関連事業費

県単独漁港整備事業費助成

県単独市町営漁港小規模局部改良事
業費助成

緊急自然災害防止対策事業費（漁港）

県土強靱化対策事業費（漁港）

静岡方式津波対策推進検討事業費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

412件 100.5% 436件 106.3% - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 調査 H4 106,280 79,480 101,080 82,880
・発注ロット及び発注方法等を検討し、適切に実施する。
・一部の調査方法や実施内容を見直し、所要額を精査す
る。

181,680 82,880

政策 県行 H元 2,761 2,646 2,984 2,852
・都市計画審議会や公聴会の開催回数を精査したうえ
で、法定手続を適正に実施する。

3,257 3,106

－ － 104,064 85,732 184,937 85,986

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 都市計画課 9-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

集約連携型都市構造の実現に向けた
取組件数

410件 391件
・集約連携型都市構造の実現に向けて、県及び市町等が取り組む事業件
数の増加を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

都市計画調査費

都市整備推進費(都市計画)

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

- - - - - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 S43 926 926 926 926
・適切な運用が行われるよう指導・調整を行うとともに、市
町の支援を引き続き行う。

926 926

政策 県行 S63 5,211 4,980 5,658 5,395
・適切かつ合理的な土地利用確保を図るため、国土法の
届出審査、相当価額検討を継続して実施し、地価動向の
研究に取り組む。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

4,618 4,329

政策 県行 S49 45,900 45,900 45,900 45,900
・地価動向が多極化していることから、県内全体を網羅
し、適正かつきめ細かな地価動向を把握するため、引き
続き県内35市町全域の地価調査を実施する。

45,157 45,157

－ － 52,484 52,221 50,701 50,412

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 土地対策課 1-3

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

内部的業務 - - -

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

都市整備推進費（土地対策）

土地取引指導費

地価調査費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

412件 100.5% 436件 111.5％ - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

一般
公共

一般
公共

H22 1,121,113 39,626 1,037,000 38,110
・早期発注、早期契約に努めるとともに、用地先行取得制
度を活用して、予算の平準化を図りながら事業を引き続
き推進していく。

1,047,000 38,675

一般
公共

一般
公共

R元 4,174,876 113,776 5,652,000 152,727
・早期発注、早期契約に努めるとともに、用地先行取得制
度を活用して、予算の平準化を図りながら事業を引き続
き推進していく。

5,649,000 152,620

生活
環境

単独 S43 1,237,800 134,440 1,154,800 6,461
・国の補助金や交付金による整備と連携をとりながら、引
き続き、街路整備の促進を図る。

1,289,000 1,111,882

生活
環境

単独 S43 140,900 35,900 154,000 39,000
・市町事業の円滑な執行が図られるよう、定期的にヒアリ
ング等を行いながら、引き続き、早期発注、早期契約を指
導していく。

154,000 154,000

政策 単独 H18 R23 511,434 15,084 1,076,500 18,048
・国の補助金による整備及び沼津市と連携を図りながら、
引き続き、沼津駅付近鉄道高架事業を推進していく。

778,000 118,300

－ － 9,074,300 254,346 8,917,000 1,575,477

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 街路整備課 9-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

集約連携型都市構造の実現に向けた
取組件数

410件 391件
・集約連携型都市構造の実現に向けて、県及び市町等が取り組む事業件
数の増加を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

社会資本整備総合交付金事業費（街
路）

都市計画街路事業費

県単独街路整備事業費

都市計画街路事業費助成

都市高速鉄道高架事業費（単独）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

16市町 84.2％ 17市町 89.5％ 20市町 100％

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 H27 2,306 2,226 2,716 2,626
・屋外広告物の規制や公共事業における景観配慮の仕
組みづくりの運用等を推進するため、継続して実施する。

2,526 2,431

準義
務

県奨 S57 1,140 1,140 1,140 1,140

・県内の屋外広告、看板等業者が組織する団体であり、
今後も屋外広告物行政の協力団体として支援を継続し、
本来、県が行うべき許可申請促進や違反広告物是正指
導を実施する。

1,140 1,140

政策 県行 H29 R8 1,206 1,206 1,241 1,241
・良好な景観形成のため、市町等への景観形成の専門
家を派遣及び人材育成研修等を継続して実施する。

1,068 1,068

政策 県行 H29 R9 9,323 8,858 8,936 8,437
・広域景観づくりを推進するため、違反広告物の是正指
導及び広域景観協議会の景観ＰＲ事業等を継続して実
施する。

8,558 8,117

政策 県行 R7 R7 － － 3,000 3,000 ・事業完了 0 0

－ － 17,033 16,444 13,292 12,756

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 景観まちづくり課 Ⅱ-３-２

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

景観計画に重点地区を指定した市町
数

19市町 15市町
・市町の景観計画策定及び重点地区の指定を支援し、公共空間の高質
化、広域景観形成や屋外広告物の適正化に取り組む経費等の見直しを
図り、美しい景観づくりを推進する。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

都市整備推進事業費

都市整備団体助成（屋外広告協会）

景観づくりマネジメント事業費

広域景観づくり推進事業費

ふじのくに景観形成計画改定事業費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

412件 100.5% 436件 111.5％ - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

準義
務

県奨 S48 2,500 2,500 2,500 2,500
・組合土地区画整理事業の円滑な実施・運営のため、引
き続き支援する。

2,500 2,500

一般
公共

一般
公共

S60 642,341 20,636 310,000 9,444

・組合施行の土地区画整理事業は公益性が高くその効
果も広く県民に及ぶことから、早期の事業完了に向け、引
き続き、効果的かつ計画的に助成する。また、市街地再
開発事業により一体的に県管理道路を整備することは、
同様に公益性が高いことから、公共施設管理者負担金と
して整備に要する費用を負担する。

303,000 9,380

年次 単独 S56 805,018 83,018 952,100 99,100

・本事業の確実な執行を推進するため、国交付金の確保
とともに県費助成を継続し、市町の財政負担を下支えす
る。また、厳しい経済情勢の中、確実に事業執行できる事
業計画や資金計画の立案の段階から、引き続き支援す
る。

1,545,000 1,160,000

年次 単独 H19 188,700 47,700 178,000 45,000

・県施行の鉄道高架事業の円滑な事業執行には、本事
業による事業用地の確保が不可欠であること、また、拠
点地区の整備を含む沼津駅周辺総合整備事業において
も重要な事業であることから、早期の事業完了に向け、
引き続き、効果的かつ計画的に助成する。

240,000 240,000

一般
公共

一般
公共

S33 32,000 0 32,000 0
・交付金事業を実施する県内市町を適正に指導監督する
ため、継続実施する。

32,000 0

公債
費

公債
費

H27 0 △ 966 0 △ 966 ・適正に財源確保を行う。 0 △ 483

歳入
異動

歳入
異動

H27 0 △ 966 0 △ 966 ・適正に財源確保を行う。 0 △ 483

－ － 1,474,600 154,112 2,122,500 1,410,914

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 景観まちづくり課 Ⅱ-３-２

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

集約連携型都市構造の実現に向けた
取組件数

410件 391件
・集約連携型都市構造の実現に向けて、県及び市町等が取り組む事業件
数の増加を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

都市整備団体助成（土地区画整理組
合）

社会資本整備総合交付金事業費（市
街地）

市街地再開発事業費助成

東部拠点第二地区区画整理事業費助
成

市町都市計画事業指導監督事務費

公債費（都市局）

歳入異動（市街地整備費）

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

86.5% - 87.0% - 87.3% -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 特行 H27 0 0 9,000 0
・JICA事業に応募し、事業採択を受けて、モンゴル国ドル
ノゴビ県に対する人的交流を伴う技術的な支援を行う。

9,000 0

政策 県行 S60 1,579 1,579 1,579 1,579

・下水道関係団体への助成等を行い、下水道技術水準
の向上を引き続き図っていく。　                                               　  　　　                                                  
・節約等で事業費の縮減を図り、より効果的・効率的な執
行に努める。

1,579 1,579

政策
補助
調査

S59 8,054 4,027 8,378 4,189

・適切な下水道整備を行うため、自然・社会的条件等の
変化に応じた流域別の下水道計画見直し調査を引き続
き行う。
・調査内容や方法を精査し、より効果的な執行に努める。

8,378 4,189

年次 単独 S62 128,000 128,000 128,000 128,000

・単独処理浄化槽等から合併処理浄化槽に転換する者
に補助する市町、及び直接転換する市町に対して助成を
行い、効果的・効率的な転換促進に引き続き努める。
・市町要望額を精査するとともに、転換促進への意識醸
成を図る取組により、適切な事業の執行に努める。

117,000 117,000

一般
公共

一般
公共

S60 32,298 0 38,000 0
・農業集落排水施設の新規整備は完了していることか
ら、施設の計画的な維持管理・更新に引き続き取り組ん
でいく。

45,000 0

政策 県行 H19 148 148 148 148
・市町等関係団体の意識醸成を目的とした転換勉強会の
開催等により、単独処理浄化槽から合併処理浄化槽へ
の効率的な転換促進に、引き続き努める。

148 148

準義
務

特行 R元 208,495 0 214,502 0
節約等で事業費の縮減を図り、より効果的・効率的な執
行に努める。

218,665 0

準義
務

操出
金

S60 382,533 382,533 401,610 401,610 流域下水道事業会計へ繰り出す経費を精査する。 435,874 435,874

－ － 801,217 535,526 835,644 558,790

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 生活排水課 Ⅱ-3-2

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

汚水処理人口普及率 88.8%（R10） 85.7%
・生活環境や公共用水域の水質の改善に向けて、県及び市町等が施設
の整備を進め、生活排水処理施設を使える人口割合の増加を図る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

モンゴル上下水道技術交流事業費

都市整備推進費（下水道）

流域別下水道整備総合計画調査費

生活排水改善対策推進事業費助成

農山漁村地域整備交付金事業費（農
業集落排水）

浄化槽整備推進事業費

流域下水道事業総務事務費

流域下水道事業会計繰出金

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

1,991,213人 97.6％ - - 2,040,000人 100%

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

政策 県行 S60 5,215 5,215 5,215 5,215 
・県営都市公園経営基本計画を推進し、県営公園の利活
用を図るため、引き続き実施する。

2,797 2,797

年次 特行 S60 1,915,482 1,846,810 1,918,897 1,848,838 
・指定管理者制度の活用により、利用者サービス向上、
利用促進、経費節減に努めるため、引き続き実施する。

1,985,000 1,921,652

政策
庁舎
維持

S63 24,700 24,700 0 0
・公園機能を維持するため、維持補修工事を引き続き実
施する。
（R7は予算未計上）

42,100 31,100

年次
各部
公共

H元 558,000 102,000 2,028,000 451,000 
・公園機能を維持するため、維持補修工事を引き続き実
施する。

530,000 27,000

生活
環境

単独 H3 308,300 308,300 378,200 378,200 

・市町が実施する公園緑化事業を促進するため、引き続
き助成する。
・県営公園の機能維持・向上のため、施設整備・修繕工
事を引き続き実施する。

244,000 244,000

年次 単独 R5 189,000 48,000 443,500 111,500
・劣化診断の結果を踏まえて策定した中期維持保全計画
に基づき、計画的な修繕を実施する。
・R7.2月補正前倒し分：1,000千円

825,800 205,800

年次 単独 R6 22,000 22,000 23,000 23,000
・遠州灘海浜公園（篠原地区）の整備を推進するための
関連調査等を実施する。

11,000 11,000

年次
各部
公共

R7 － － 450,000 30,000 ・遠州灘海浜公園（篠原地区）用地の取得等を実施する。 603,000 43,000

政策 単独 R7 － － 20,000 20,000
・県営都市公園において、民間活力の導入を検討するた
め、官民連携導入可能性調査を実施する。

8,000 8,000

－ － 5,266,812 2,867,753 4,251,697 2,494,349

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 公園緑地課 11-1

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

県営都市公園運動施設利用者数 毎年度2,040,000万人 1,860,964人
・県営都市公園の整備や適切な管理運営を行い、利用者数の維持を図
る。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

都市整備推進費（公園）

都市公園管理運営費

都市公園維持補修費（修繕）

都市公園維持補修費（整備）

公園・緑化推進事業費

公園施設中期維持保全計画事業
費

遠州灘海浜公園（篠原地区）関連
調査事業費

遠州灘海浜公園（篠原地区）整備
事業費

県営公園官民連携導入可能性調
査事業費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

- - - - - -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

－
人件
費

S57 302,444 0 339,128 0
・生産性の向上を図り、時間外勤務手当等の抑制に努め
る。

338,226 0

－ 特行 S57 37,564 0 37,394 0
・清水港管理局の機能維持のため継続実施する。（庁舎
管理費等）

37,603 0

－ 特行 H6 2,065 0 2,065 0
・清水港管理局の機能維持のため継続実施する。（庁舎
管理費等）

2,065 0

－ 特行 H9 0 0 71,029 0 ・確定申告に伴う消費税の支払のため計上する。 94,813 0

－
元利
償還

S57 3,283,430 0 3,793,958 0 ・過去に借入れた起債の元金償還のため継続実施する。 2,176,239 0

－
元利
償還

S57 114,107 0 166,476 0 ・過去に借入れた起債の利子償還のため継続実施する。 214,955 0

－
手数
料等

H10 15,343 0 22,649 0
・公債費の借入れ等に必要となる手数料のため継続実施
する。

22,151 0

－ 特行 H6 10,483 0 20,000 0 ・不測の事態に備えるため計上する。 20,000 0

－
積立
金

Ｈ18 - - - -
・県債の将来の償還に備え、県債管理基金に積み立てる
ため計上する。（Ｒ8は積立なし）

- -

－ － 4,452,699 0 2,906,052 0

交通基盤部

局　名 港湾局 課　名 港湾局経理調整班 －

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

内部的業務 - - -

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

職員給与費

事務所費

事務所費（業務委託）

公課費

公債費　（元金）

公債費　（利子）

公債費（公債諸費）

清水港等港湾整備事業予備費

積立金

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

25航路 100％ 25航路 100％ 25航路 100％

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

－ 特行 S57 47,157 0 40,603 0
・「静岡県港湾物流促進戦略」に基づき、官民一体となっ
てポートセールス活動等を積極的に推進するため継続実
施する。

41,407 0

－ 特行 Ｈ5 118,108 0 119,112 0 ・義務的経費のため継続実施する。 118,174 0

－ 特行 Ｈ14 18,168 0 21,923 0
・清水港の放置艇対策を効果的に実施するため継続実
施する。

23,901 0

－ 特行 Ｈ10 1,477 0 1,936 0 ・港湾サービスの機能維持のため継続実施する。 1,987 0

－ 単独 S57 877,369 0 896,016 0 ・清水港の港湾施設の機能維持のため継続実施する。 1,111,703 0

－ 単独 S57 82,827 0 88,799 0
・田子の浦港の港湾施設の機能維持のため継続実施す
る。

97,544 0

－ 単独 S57 96,524 0 94,255 0 ・御前崎港の港湾施設の機能維持のため継続実施する。 106,052 0

－ 特行 H16 349,552 0 378,221 0 ・清水港の保安の維持に必要なため継続実施する。 400,863 0

－ 特行 H16 60,982 0 67,063 0 ・田子の浦港の保安の維持に必要なため継続実施する。 90,115 0

交通基盤部

局　名 港湾局 課　名 港湾企画課、港湾振興課、港湾整備課 Ⅰ－３－３

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

県内港湾の国際コンテナ船航路数 25航路 27航路

・国内港湾の競合激化や、船舶の大型化による寄港地削減の流れの中、
既存航路の維持が必要不可欠である。
・R8も引き続き、国際貿易港である清水港･御前崎港の国際コンテナ船航
路の現状維持を目指す。

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

企画振興費

事務所費（所在市町交付金）

清水港プレジャーボート適正化対策事
業費

港湾物流情報化事業費

清水港港湾管理費

田子の浦港港湾管理費

御前崎港港湾管理費

清水港保安対策事業費

田子の浦港保安対策事業費



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R8
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R6最終 R7当初予算 今後の事業展開 R8当初予算

事　業　名

－ 特行 H16 98,349 0 101,373 0 ・御前崎港の保安の維持に必要なため継続実施する。 108,202 0

－ 単独 S57 3,148,363 0 3,021,000 0
・コンテナ船の大型化等の情勢変化を踏まえ、港湾機能
を向上させるための整備を継続的に行う。

2,753,000 0

－ 単独 H5 222,656 0 314,000 0
・港整備基本計画に基づき、港湾機能の強化に向けた整
備等を継続実施する。

275,000 0

－ 単独 R4 258,580 0 315,000 0
・県中西部の物流拠点としての役割が拡大することが期
待されることから、港湾機能の強化に向けた整備等を継
続実施する。

281,000 0

－ － 5,459,301 0 5,408,948 0

御前崎港保安対策事業費

清水港施設整備費

田子の浦港施設整備費

御前崎港施設整備費

計



事業別見直し状況一覧 部局名

政策体系 No

R6実績 実績／目標 R7実績見込 実績／目標 R8目標 R8目標／目標

86.5% - 87.0% - 87.3% -

経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R7
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

－ S60 2,077,069 0 2,643,900 0
・浄化センター等の維持管理に要する経費であり、包括
民間委託等により引き続きコスト縮減を図る。

2,657,492 0

－ S60 172,434 0 155,815 0 ・流域下水道の維持管理を行うために、継続実施する。 155,984 0

－ R元 2,255,169 0 2,295,631 0
・固定資産の減価償却に係る経費であり、継続実施す
る。

2,281,191 0

－ S31 998 0 11,816 0
・施設等資産の除却等に係る経費であり、継続実施す
る。

14,299 0

－ S60 70,427 0 69,992 0
・流域下水道の整備のために借り入れた県債の利子償
還金、手数料であり、継続実施する。

81,535 0

－ H1 150,000 0 102,293 0
・消費税及び地方消費税の支払いに係る経費であり、継
続実施する。

103,017 0

－ R3 40,100 0 40,100 0
・消費税及び地方消費税の支払に係る経費であり、継続
実施する。

40,100 0

－ S60 3,000 0 3,000 0
・人件費・公債費についての緊急の支払いに対応するた
めの経費であり、継続実施する。

3,000 0

建設改良費 － S48 874,450 0 2,158,000 0
・ストックマネジメント計画に基づき、施設の修繕・改築等
を効率的・効果的に推進する。

2,135,000 0

交通基盤部

局　名 都市局 課　名 生活排水課 Ⅱ-3-2

指　標 目標 R5実績 評価と改善措置のポイント

汚水処理人口普及率 88.8%（R10） 85.7%
・生活環境や公共用水域の水質の改善に向けて、県及び市町等が施設
の整備を進め、生活排水処理施設を使える人口割合の増加を図る。

事                       業 R６最終 R７当初予算 今後の事業展開 R８当初予算

事　業　名

管渠・ポンプ場・処理場費

総係費

減価償却費

資産減耗費

支払利息及び企業債取扱諸費

消費税及び地方消費税

雑損失

予備費



経費
区分

分析
開始
年度

終了
年度

R7
統合

歳出 一般財源 歳出 一般財源
評価
改善

決算特
指摘

改善ポイント
（方向付け・事業内容の変更点・財源調達等）

歳出 一般財源

事                       業 R６最終 R７当初予算 今後の事業展開 R８当初予算

事　業　名

固定資産取得費 － S60 8,356 0 3,288 0
・工具器具及び備品購入に要する経費であり、継続実施
する。

7,486 0

企業債償還金 － S60 519,313 0 553,165 0
・流域下水道の整備のために借り入れた県債の元金償
還金であり、継続実施する。

605,896 0

－ － 8,037,000 0 8,085,000 0計


